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第２２期第２０回福島海区漁業調整委員会次第 

 

日 時  令和６年１２月２日（月） １３：３０～  

場 所  福島県水産資源研究所 ３階大会議室 

           （相馬市光陽一丁目１－１４） 

 

 

１ 開会 

 

２ 会長挨拶 

 

３ 出席状況報告 

 

４ 議事録署名人選出 

 

５ 議 題 

（１）議案 

議案第１号 福島県資源管理方針の変更について（諮問・答申） 

議案第２号 特定水産資源の漁獲可能量について（まあじ、まいわし太平洋系群及び

かたくちいわし太平洋系群）（諮問・答申） 

議案第３号 福島県漁業調整規則の一部改正について（諮問・答申） 

 

（２）報告事項 

ア 全国海区漁業調整委員会連合会東日本ブロック会議の結果について 

 

６ 閉会 
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第２２期第２０回福島海区漁業調整委員会 出席者名簿 
 

日 時  令和６年１２月２日（月）１３：３０～ 

場 所  福島県水産資源研究所 ３階大会議室 

 

 

 

 

 

 
 

選任区分・役職 氏名 会場 所属及び職名 氏名 会場

漁業者（会長） 今野　智光 会場
水産課長（併）
海区事務局長

山廼邉　昭文 会場

学識経験（会長代理） 鈴木　哲二 会場 水産課主任主査 渡辺　透 会場

漁業者 今泉　浩一 会場 水産課主任主査 石田　敏則 会場

漁業者 狩野　一男 会場 水産課主査 新関　晃司 会場

漁業者 平　仁一 会場 水産課技師 安倍　裕喜 会場

漁業者 永瀬　哲浩 会場 水産事務所長 佐久間　徹 会場

漁業者 森田　政利 会場 水産事務所主査 實松　敦之 会場

漁業者 山下　博行 会場
水産海洋研究
センター所長

平田　豊彦 会場

漁業者 吉田　康男 会場
水産海洋研究セン
ター副主任研究員

白𡈽　遼輝 会場

漁業者 渡邊　登 会場 水産資源研究所長 後藤　勝彌 会場

学識経験 川邉　みどり WEB
海区委員会事務局
次長（業務担当）

佐藤　太津真 会場

学識経験 久保木　幸子 会場 　　　〃　副主査 酒井　理沙 会場

学識経験 渡邊　千夏子 会場 　　　〃　主　事 伊東　亮太 会場

中立 宮下　朋子 WEB 　　　〃　主　事 渡部　もも 会場

　　　〃　主　事 金子　正子 会場

海区漁業調整委員会委員 知事部局・海区事務局職員等
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第２２期第２０回福島海区漁業調整委員会 席次 
 

日 時  令和６年１２月２日（月）１３：３０～ 

場 所  福島県水産資源研究所 ３階大会議室 
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吉田委員

森田委員

山下委員

渡邊登

委員
久保木委員

Web参加

川邉委員

水産海洋研究センター

平田所長
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後藤所長
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福島県資源管理方針の変更について（諮問・答申） 

議案第１号 
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（別紙概要） 

資源管理方針変更の概要について 

１ 変更の概要 

特定水産資源へ「かたくちいわし太平洋系群」が追加（R6.11.1 開催 水産政策審議会 第 133回

資源管理分科会において諮問・答申）となり、漁獲可能量の配分（92,000トンの内数）が見込まれ

ることとなったことを受け、令和７管理年度の知事管理区分の漁獲可能量を設定するため、福島県資

源管理方針の別紙に「かたくちいわし太平洋系群」を追加する。 

 

２ 根拠法令等 

・漁業法第 14条第９項（県資源管理方針の変更） 

・漁業法第 16条第１項（知事管理漁獲可能量の設定） 

 

３ 変更の必要性 

特定水産資源となった「かたくちいわし太平洋系群」の令和７管理年度（令和７年１月１日～令和

７年 12月 31日）当初配分数量について、同法第 15条第１項第２号に基づき農林水産大臣が定める

こととなるが、その範囲内において、知事が策定する県資源管理方針に即して、知事管理漁獲可能量

を定める必要があるため。 

 

４ 主な変更の内容 

福島県資源管理方針に「かたくちいわし太平洋系群」の資源管理方針を別紙１－８として新たに追

加する（記載の方法は、「知事管理区分における水産資源の保存及び管理に関する事務等の取扱い」

によった） 
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特定水産資源の漁獲可能量について（まあじ・まいわし太平洋系群及びかた

くちいわし太平洋系群）（諮問・答申） 

議案第２号 



 

  

２５ 

 

（別 紙） 

１ 概 要：特定水産資源のうち、まあじ、まいわし太平洋系群及びかたくちいわし

太平洋系群について、国から県に対し、漁獲可能量の配分が見込まれる

ため、福島県資源管理方針（以下、「資源管理方針」という。）に即して、

令和７管理年度の知事管理分の漁獲可能量を設定するもの。 

 

２ 根拠法令等：漁業法第１６条第１項（知事管理漁獲可能量の設定） 

 

３ 策定必要性：特定水産資源である「まあじ」、「まいわし太平洋系群」及び「かたくち

いわし太平洋系群」の令和７管理年度（令和７年１月１日～令和７年 

１２月３１日）の当初配分数量については、同法第１５条第１項第２号

に基づき農林水産大臣が定めるが、知事は、その範囲内において、資源

管理方針に則して知事管理漁獲可能量を定める必要があるため。 

 

４ 策定の内容：農林水産大臣からの配分について、資源管理方針に定める漁獲可能量の

知事管理区分への配分の基準に即して、以下のとおり定める。 

特定水産資源 内  容 

まあじ 本県に配分された都道府県別漁獲可能量（現行水準）の全量を福島県ま

あじ漁業に配分する。 

まいわし太平洋

系群 

本県に配分された都道府県別漁獲可能量（現行水準）の全量を福島県ま

いわし太平洋系群漁業に配分する。 

かたくちいわし

太平洋系群 

本県に配分された都道府県別漁獲可能量（92,000 トンの内数）の全量

を福島県かたくちいわし太平洋系群漁業に配分する。 

 

５ 諮 問 予 定：令和６年１２月２日開催 

        第２２期第２０回福島海区漁業調整委員会で諮問 

 

（スケジュール） 

 10月 22日 農林水産大臣から漁業法第１５条第４項に基づく意見照会 

 11月１日 水産政策審議会 

 11月７日 農林水産大臣から都道府県別漁獲可能量の当初配分通知 

 11月下旬  都道府県別漁獲可能量の公表（官報掲載） 

～12月上旬 農林水産大臣へ知事管理漁獲可能量の承認申請 

 12月中旬   農林水産大臣から知事管理漁獲可能量の承認通知 

 12月末まで 知事管理漁獲可能量の公表（県報登載、水産課ＨＰ） 

       関係機関へ通知 
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福島県告示第    号 

 漁業法（昭和 24年法律第 267号）第 16条第１項の規定により、まあじ、まいわし太平

洋系群及びかたくちいわし太平洋系群に関する令和７管理年度（令和７年１月１日から令

和７年 12月 31日まで）における知事管理漁獲可能量を次のように定めた。 

 令和６年 月 日 

福島県知事 内堀 雅雄  

一 まあじ 

  知事管理区分 福島県まあじ漁業 

  配分する数量 本県に配分された都道府県別漁獲可能量（現行水準）の全量 

二 まいわし太平洋系群 

  知事管理区分 福島県まいわし太平洋系群漁業 

  配分する数量 本県に配分された都道府県別漁獲可能量（現行水準）の全量 

三 かたくちいわし太平洋系群 

  知事管理区分 福島県かたくちいわし太平洋系群漁業 

配分する数量 本県に配分された都道府県別漁獲可能量（92,000トンの内数）の 

       全量 
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福島県漁業調整規則の一部改正について（諮問・答申） 

議案第３号 
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全国海区漁業調整委員会連合会東日本ブロック会議 

の結果について 

 

○ 日 時  令和６年１０月３１日（木） 

○ 場 所  愛知県名古屋市 ＫＫＲホテル名古屋 

○ 参集者  北海道から三重までの１２海区 

○ 福島海区出席者 今野会長、山廼邉事務局長、佐藤次長、酒井副主査 

 

次  第 

１ 開 会 

  愛知海区漁業調整委員会 会長  

２ 挨 拶 

  ・愛知海区漁業調整委員会 会長 山下 三千男   

・全国海区漁業調整委員会連合会 会長 今野 智光 

来賓挨拶 

  ・水産庁資源管理部管理調整課 課長補佐 土方 教義 

  ・愛知県副知事 古本 信一郎 

 

３ 議長選出 

４ 議事録署名人選出 

５ 報告事項 

  令和６年度総会議決事項の要望活動結果について 

 

６ 議 事 

  第１号議案 令和７年度総会に向けた要望事項について 

  第２号議案 次年度開催海区について 

その他 

 

７ 講 演 

  題 目 海区漁業調整委員会の権限と役割 

  講 師 水産庁資源管理部管理調整課 課長補佐 土方 教義 

 

８ 閉 会 

報告事項ア 



 

  

３６ 

 

会議結果の概要 

 

○挨拶 

  主催者を代表し、今野会長より挨拶を行った。 

 

○報告事項 

  令和６年度要望活動の結果について 

   全漁調連事務局（山廼邉事務局長、佐藤次長、酒井副主査）より、活動結果、国

からの回答について報告した。 

 

○第１号議案 

  令和７年度要望事項について 

   ブロック内から提出された要望事項について、提案海区が説明。 

   当海区からは、遊漁者の組織化と遊漁における資源管理について提案。 

   提案議題は下記の新規提案も含め全て承認された。  

 

[東日本ブロックでの新規提案事項] 

  ・沿岸漁業者に配慮したクロマグロ漁獲枠の増枠及び新規での承認を要望する（静

岡） 

  ・クロマグロ漁獲可能量管理について、2002年から 2004年を TAC設定の基準年にし

たこと、および上記期間の小型魚の平均漁獲量の削減率を 50%として TACを設定し

たこと等の科学的根拠を明らかにすること。また、TACの設定方法、および大臣許

可漁業と知事管理漁業への TACの配分方法に関して、抜本的な見直しを行うこと

（神奈川） 

  ・漁獲可能量管理の運用に当たり、枠の不足により休漁が必要になるなど、漁業経

営への損失が生じないよう柔軟な対応が可能な制度を検討すること（茨城） 

  ・ステップアップ管理について、あらかじめ移行時期を定めるのではなく、十分に

議論し漁業者の理解を得た上で実施すること（茨城） 

・ミニボート航行に際し、漁船等近づかない、出入港時は漁船の出入港時を避けるな

どの安全対策を講じるよう遊漁者団体やボート製造・販売業界等への指導を行うこ

と。またミニボート利用者に対し、海上保安庁等の指導機関が直接現場で注意喚起

を行うなど指導を徹底すること（茨城） 

 



 

  

３７ 

 

・ミニボートについて、夜間航行の禁止航行区域の制限、安全装置の義務化等の制度

改正に取り組むこと（静岡） 

・国が主体となって遊漁者、特にプレジャーボートに対して、資源管理を行わせる体

制の整備、及び規制していただけるよう要望する（茨城、静岡） 

 

○第２号議案 

  次期開催海区について 

  令和７年度東日本ブロック会議は、三重海区で開催することが承認された。 

 

○その他 

  特になし 

 

○講演 

題目 

「海区漁業調整委員会の権限と役割」 

水産庁資源管理部管理調整課土方課長補佐より、海区漁業調整委員会についての設置

の根拠や委員の構成、委員会指示等の権限や漁業権設定時における役割等を内容とする

講演があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


